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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第24期
第１四半期
累計(会計)期間

第25期
第１四半期
累計(会計)期間

第24期

会計期間

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成22年
９月30日

売上高                              （千円）529,937 529,3601,849,546

経常利益                            （千円）59,675 55,599 310,282

四半期（当期）純利益又は四半期純損失（△） 

 （千円）
33,285 △6,823 137,831

持分法を適用した場合の投資利益      （千円） － － －

資本金                              （千円）326,625 326,625 326,625

発行済株式総数                        （株）40,900 40,900 40,900

純資産額                            （千円）2,153,5012,200,6152,202,297

総資産額                            （千円）2,748,6982,764,8393,050,256

１株当たり純資産額                    （円）53,172.8754,336.1954,377.71

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）      （円）
821.86 △168.49 3,403.25

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額                            （円）
－ － －

１株当たり配当額                      （円）－ － 2,000

自己資本比率                          （％）78.3 79.6 72.2

営業活動によるキャッシュ・フロー    （千円） 94,197 △72,901 360,718

投資活動によるキャッシュ・フロー    （千円） △2,627 704 8,261

財務活動によるキャッシュ・フロー    （千円） △35,127 △36,528 △81,077

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高

                                    （千円）
1,581,3661,704,0991,812,825

従業員数                              （人）117 109 115

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．第24期第１四半期累計（会計）期間及び第24期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第25期第１四半期累計（会計）期間の潜在株式

調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

５．従業員数には、使用人兼務役員は含まれておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 109 (51)

　（注）１．従業員数は、就業人員であります。

 ２．従業員数には、使用人兼務役員２名は含まれておりません。

３．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均人員であります。

４. 臨時従業員が当第１四半期会計期間において22名減少しましたのは、主にシステムサポート部門のデータメ

ンテナンス作業が終了したことによります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社は、システム開発関連事業の単一セグメントであるため、生産、受注及び販売の状況については、事業部門別に　記

載しております。

　(1）生産実績

　　当第１四半期会計期間の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当第１四半期会計期間　

　　　（自　平成22年10月１日
　　　　至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

システムインテグレーション(千円) 102,991 57.3

システムサポート(千円) 426,369 121.7

合計(千円) 529,360 99.9

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　(2）受注状況

　　当第１四半期会計期間における受注状況を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

システムインテグレーション 149,048 66.4 180,159 67.5

システムサポート 426,408 121.3 5,798 163.8

合計 575,456 99.9 185,958 68.8

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　(3）販売実績

　　当第１四半期会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当第１四半期会計期間　

　　　（自　平成22年10月１日
　　　　至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

システムインテグレーション(千円) 102,991 57.3

システムサポート(千円) 426,369 121.7

合計(千円) 529,360 99.9

 （注）１．前第１四半期会計期間及び当第１四半期会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総

販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

前第１四半期会計期間の信組情報サービス㈱につきましては、当該割合が100分の10未満であるため、記載を

省略しております。　

 相手先

   前第１四半期会計期間 
（自　平成21年10月１日

      至　平成21年12月31日）  

   当第１四半期会計期間 
（自　平成22年10月１日

      至　平成22年12月31日）  

金額（千円） 　　割合（％）  金額（千円） 　　割合（％）  

日本電気㈱ 141,977 26.8 120,576 22.8

信組情報サービス㈱ － － 54,821 10.4

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

EDINET提出書類

株式会社　情報企画(E05340)

四半期報告書

 4/22



２【事業等のリスク】

  当第１四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについて重要な変更はありません。 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

（1）業績の状況

　当第１四半期会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日の３ヶ月間)におけるわが国経済については、円

高傾向が続き景気は足踏み状態が続いておりましたが、企業収益は改善の兆しがあり、個人消費もエコ減税などの

効果から持ち直すなど、デフレ状況は緩やかなものとなってきております。しかしながら、依然株価回復の足取りは

重く、雇用情勢も厳しく、まだまだ本格的な回復には至っていない状況です。 

　金融業界におきましては、企業倒産の減少による貸倒引当金の戻入や貸倒損失の減少から中間決算時点で約７割

の銀行が経常増益または黒字を達成するなど著しい回復は見られますが、貸出金は14ヶ月連続で前年同月比減少し

ており、本業はまだ厳しい状況となっております。当社の主要販売先である金融機関は業績改善しているものの、設

備投資意欲は依然慎重な姿勢を維持している状況です。

　当第１四半期会計期間の売上高につきましては、システムインテグレーション事業は、「自己査定支援システム」

や「債権償却・引当金管理システム」の増収があったものの、「担保不動産評価管理システム」や「決算書リー

ディングシステム」の減収を補えず、前年同期比減収となりました。しかしながら、システムサポート事業の売上高

が前年同期を上回ったため、全体として前年同期とほぼ同水準となりました。損益につきましては、研究開発費の増

加に加え、特別損失に投資有価証券評価損39,887千円と、資産除去債務に関する会計基準の適用による過年度費用

10,998千円を計上した結果、四半期純損失となりました。

　以上により、当第１四半期会計期間の売上高は529,360千円（前年同期比0.1％減）、営業利益は53,878千円（同

6.1％減）、経常利益は55,599千円（同6.8％減）、四半期純損失は6,823千円(前年同期は四半期純利益33,285千円)

となりました。  

①システムインテグレーション事業

　「自己査定支援システム」や「債権償却・引当金管理システム」、「信用リスク計量化システム」の売上高は前

年同期比増となりました。一方、主力の「担保不動産評価管理システム」は前年同期比減となり、また、昨年バー

ジョンアップして好調だった「決算書リーディングシステム」も当四半期はその反動から売上高を減少させまし

た。この結果、システムインテグレーション事業の売上高は102,991千円（前年同期比42.7％減）、売上高構成比は

19.5％となりました。

②システムサポート事業

　「決算書リーディングシステム」の浸透による決算書代行入力の減少があったものの、例年通りの「担保不動産

評価管理システム」に関連する路線価のデータ納品や、これまで伸び続けてきたシステム販売から発生するメンテ

ナンス売上高は前年同期比増収となりました。この結果、システムサポート事業の売上高は426,369千円（前年同期

比21.7％増）、売上高構成比は80.5％となりました。 　

（2）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ108,725千

円減少し、当第１四半期会計期間末には1,704,099千円となりました。

当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

  営業活動の結果使用した資金は72,901千円（前年同期は94,197千円の取得）となりました。これは主に売上債権

の減少146,622千円により資金が増加した一方で、法人税等の支払202,044千円による資金の減少があったことによ

ります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）　

  投資活動の結果得られた資金は704千円（前年同期は2,627千円の使用）となりました。これは主に投資有価証券

の償還による収入2,863千円により資金が増加した一方で、有形固定資産の取得による支出1,050千円及び無形固定

資産の取得による支出1,109千円があったことによります。  

　　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

  財務活動の結果使用した資金は36,528千円（前年同期比4.0％増）となりました。これは配当金の支払によるも

のであります。　　

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

（4）研究開発活動

　当第１四半期会計期間における研究開発活動の金額は、44,261千円であります。

　なお、当第１四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 163,600

計 163,600

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 40,900 40,900
東京証券取引所

（マザーズ市場）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株制度は採用

しておりません。

計 40,900 40,900 － －

（2）【新株予約権等の状況】

　      該当事項はありません。

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

（4）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
　 (株)

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
－ 40,900 －　 326,625 －　 365,175

（6）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 
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（7）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    　    400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式       40,500 40,500 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 40,900 － －

総株主の議決権 － 40,500 －

　

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　株式会社情報企画
　大阪市中央区安土町

  二丁目３番13号
400 － 400 0.98

計 － 400 － 400 0.98
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年10月 11月 12月

最高（円）    51,700 51,800 55,700

最低（円） 47,200 47,000 50,400

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。

３【役員の状況】

 　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21

年10月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平成

22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21

年12月31日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第１四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第１四半期累計期間（平成

22年10月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社を有していないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,704,099 1,812,825

売掛金 284,310 430,932

仕掛品 14,408 56,554

繰延税金資産 2,472 30,447

未収収益 30,199 8,149

その他 11,621 11,479

貸倒引当金 △371 △518

流動資産合計 2,046,740 2,349,869

固定資産

有形固定資産 ※2
 85,785

※2
 86,264

無形固定資産

ソフトウエア 11,750 12,134

その他 1,116 1,116

無形固定資産合計 12,866 13,250

投資その他の資産

投資有価証券 414,448 399,928

差入保証金 55,605 67,066

繰延税金資産 128,478 112,962

会員権 20,914 20,914

投資その他の資産合計 619,446 600,871

固定資産合計 718,098 700,386

資産合計 2,764,839 3,050,256
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 108,591 41,452

未払金 79,256 79,040

未払消費税等 ※3
 14,617 20,939

未払法人税等 15,493 210,055

前受収益 133,879 268,399

賞与引当金 16,704 49,681

製品保証引当金 457 3,332

その他 25,256 8,960

流動負債合計 394,256 681,860

固定負債

役員退職慰労引当金 169,967 166,098

固定負債合計 169,967 166,098

負債合計 564,224 847,959

純資産の部

株主資本

資本金 326,625 326,625

資本剰余金

資本準備金 365,175 365,175

資本剰余金合計 365,175 365,175

利益剰余金

利益準備金 1,816 1,816

その他利益剰余金

プログラム等準備金 9,386 12,515

繰越利益剰余金 1,599,191 1,643,386

利益剰余金合計 1,610,394 1,657,717

自己株式 △55,491 △55,491

株主資本合計 2,246,703 2,294,026

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △46,087 △91,729

評価・換算差額等合計 △46,087 △91,729

純資産合計 2,200,615 2,202,297

負債純資産合計 2,764,839 3,050,256
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 529,937 529,360

売上原価 320,089 301,741

売上総利益 209,847 227,619

販売費及び一般管理費 ※
 152,447

※
 173,741

営業利益 57,399 53,878

営業外収益

受取利息 386 256

受取配当金 99 99

有価証券利息 1,423 1,364

その他 367 －

営業外収益合計 2,276 1,721

営業外費用

その他 － 0

営業外費用合計 － 0

経常利益 59,675 55,599

特別利益

貸倒引当金戻入額 162 146

特別利益合計 162 146

特別損失

固定資産除売却損 16 57

投資有価証券評価損 － 39,887

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 10,998

特別損失合計 16 50,944

税引前四半期純利益 59,822 4,801

法人税、住民税及び事業税 50,760 10,796

法人税等調整額 △24,223 828

法人税等合計 26,537 11,625

四半期純利益又は四半期純損失（△） 33,285 △6,823
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 59,822 4,801

減価償却費 4,484 2,964

貸倒引当金の増減額（△は減少） △162 △146

賞与引当金の増減額（△は減少） △24,908 △32,977

製品保証引当金の増減額（△は減少） △4,732 △2,875

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,868 3,868

受注損失引当金の増減額（△は減少） 26,805 －

受取利息及び受取配当金 △1,909 △1,721

投資有価証券評価損益（△は益） － 39,887

有形固定資産除売却損益（△は益） 16 57

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 10,998

売上債権の増減額（△は増加） 162,654 146,622

たな卸資産の増減額（△は増加） △24,864 42,145

未収消費税等の増減額（△は増加） 23,637 －

その他の流動資産の増減額（△は増加） △13,732 △20,837

仕入債務の増減額（△は減少） △25,804 67,139

未払金の増減額（△は減少） △14,872 △3,754

未払消費税等の増減額（△は減少） 14,201 △6,322

前受収益の増減額（△は減少） △108,580 △134,520

その他の流動負債の増減額（△は減少） 18,040 12,983

小計 93,963 128,316

利息及び配当金の受取額 1,130 827

法人税等の支払額 △897 △202,044

営業活動によるキャッシュ・フロー 94,197 △72,901

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △946 △1,050

無形固定資産の取得による支出 △4,309 △1,109

投資有価証券の売却及び償還による収入 2,645 2,863

その他 △16 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,627 704

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △35,127 △36,528

財務活動によるキャッシュ・フロー △35,127 △36,528

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 56,443 △108,725

現金及び現金同等物の期首残高 1,524,922 1,812,825

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,581,366

※
 1,704,099
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

　会計処理基準に関する事項の変更 （資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用してお

ります。 

　これにより、営業利益及び経常利益は、それぞれ462千円減少し、税引前四半

期純利益が11,461千円減少しております。　

【簡便な会計処理】

　　 当第１四半期会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

　　 該当事項はありません。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　 当第１四半期会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

　　 該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年９月30日）

　１．当座借越契約　

　当社は運転資金の効率的な調達を行うため２金融機関

と当座借越契約を締結しております。これら契約に基づ

く当第１四半期会計期間末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

　１．当座借越契約

　当社は運転資金の効率的な調達を行うため２金融機関

と当座借越契約を締結しております。これら契約に基づ

く当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

当座借越極度額の総額 110,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 110,000千円
　

当座借越極度額の総額 110,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 110,000千円
　

※２．有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　   　   84,633千円 
　

※２．有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　        84,933千円 

※３．消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺の上流動負債に

「未払消費税等」として表示しております。

──

　

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬 29,626千円

給料手当 30,307　

賞与引当金繰入額 8,048　

役員退職慰労引当金繰入額 3,868　

旅費交通費 9,890　

賃借料 10,830　

役員報酬 29,638千円

給料手当 30,548　

賞与引当金繰入額 8,258　

役員退職慰労引当金繰入額 3,868　

旅費交通費 8,913　

賃借料 10,849　

研究開発費 44,261　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年12月31日現在）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成22年12月31日現在）

現金及び預金勘定 1,581,366千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 1,581,366千円

現金及び預金勘定 1,704,099千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 1,704,099千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年12月31日）及び当第１四半期累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12

月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

  　普通株式　　　　　　　　　　40,900株

２．自己株式の種類及び株式数

　  普通株式　　　　　　 　　　　　400株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年12月21日

定時株主総会
普通株式 40,500 1,000平成22年９月30日平成22年12月22日利益剰余金

（2）基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間末後となるも

の　

    該当事項はありません。

５．株主資本の金額の著しい変動

    該当事項はありません。

（金融商品関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年12月31日）　　　　

著しい変動がないため、記載を省略しております。

（有価証券関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年12月31日）　

著しい変動がないため、記載を省略しております。
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（デリバティブ取引関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年12月31日）

該当事項はありません。

（持分法損益等）

前第１四半期累計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。

当第１四半期累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

当第１四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年12月31日）　

該当事項はありません。　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、システム開発関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 (追加情報)

  当第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年３

月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平成20年

３月21日)を適用しております。

（賃貸等不動産関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年12月31日）　　　　

該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年９月30日）

１株当たり純資産額 54,336.19円 １株当たり純資産額 54,377.71円

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当第１四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
　（平成22年９月30日）

純資産の部の合計額（千円） 2,200,615 2,202,297

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額

（千円）
2,200,615 2,202,297

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末

（期末）の普通株式数（株）
40,500 40,500

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 821.86円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 168.49円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　 （注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 33,285 △6,823

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
33,285 △6,823

期中平均株式数（株） 40,500 40,500

（重要な後発事象）

当第１四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）　　

該当事項はありません。

（リース取引関係）

当第１四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）　

著しい変動がないため、記載を省略しております。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月12日

株式会社情報企画

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡部　　健　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西原　健二　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社情報企画の

平成21年10月１日から平成22年９月30日までの第24期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12

月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社情報企画の平成21年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　(注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。　　　

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月10日

株式会社情報企画

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡部　　健　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西原　健二　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社情報企画の

平成22年10月１日から平成23年９月30日までの第25期事業年度の第１四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年12

月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社情報企画の平成22年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　(注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。　　　

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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